
中小の建設企業及び建設関連企業のための経営相談・支援制度
地域建設産業の生産性向上・持続性確保支援事業のご案内

受付期間：令和４年 10 月～令和５年１月  / 100 件程度（先着順）/ 無料

お問い合わせ先
事業受託者：しんきん地域創生ネットワーク㈱　電話：050-1753-9650　Mail：kensetsu.shien@e-scb.co.jp

お申し込み・お問い合わせ
裏面の申込書にご記載いただきご送付いただくか、以下 URL または二次元コード
より申し込みいただけます。

（上記 URL をクリックすると登録フォームが表示されます。）

国土交通省令和４年度受託事業
「地域建設企業の経営課題（ＤＸ、事業承継等）解決に関する支援及び調査検討業務」

申込み・問合せ用二次元コード

�����������������������������

中小建設企業等が抱える経営上・
技術上の課題に対し、専門家によ
る幅広いアドバイスを行います。

ICT 技術を活用した生産性向上や、
後継ぎや第三者に対する事業承継
を検討する企業に対して、重点的
な支援を行います。

建設業のデジタル化や事業承継に
関するセミナーや動画配信を行い
ます。（2023 年１～３月を予定）

相談支援（１企業あたり必要に応じて２回まで）
建設経営支援コーディネーターが電話等による課題のヒアリングを行い、課題解決に適したソリューション提供企業や、

事業承継等に関する専門家をご紹介いたします。経営上、技術上の課題に親切・丁寧に対応します。

建設経営支援コーディネーター：課題解決に向けたコンサルティングや企業紹介を行う相談員

ソリューション提供企業：建設業のデジタル化に対する課題解決サービスを提供する企業

専門家：事業承継等を検討する際に必要な手続きや対策について相談支援を行う専門家

２回までは無料でご利用頂けます。

重点支援
ＩＣＴ技術を活用した生産性向上や、後継者・第三者に対する事業承継を検討する企業に対し、以下の支援メニューを

提供いたします。

ハンズオン支援
建設経営支援コーディネーターとソリューション提供企業または専門家が連携し、ＩＣＴ技術を活用した

生産性向上や事業承継の検討を支援するとともに、導入計画または承継計画策定等を支援いたします。

グループ支援
類似したニーズや課題を抱える中小建設企業等を１つのコミュニティとして、勉強会等を通じて解決策を

共有するほか、先行的に取り組む企業の事例を紹介することで、自社のデジタル化等に取り組みます。

【相談例】

・ICT 技術を組み合わせた効率的な測量・施工に向けて自社に合った商品・サービスの導入を目指したい。

・社内業務の効率化のためにグループウェアの導入を検討したい。

・古くから付き合いのある企業から事業譲渡したいと相談があり、譲受のために必要な手続きを知りたい。

取組事例のご紹介
過去分を含めた地域建設産業活性化支援事例について、Web サイトへの掲載を予定しております。

今後、建設業のデジタル化や事業承継に関する参考になる情報掲載や動画配信を予定しています。

（※動画配信は 2023 年１月～３月を予定）

https://questant.jp/q/98646T14
mailto:kensetsu.shien@e-scb.co.jp
yamaguchi-m2gu
テキストボックス
別紙１



令和　　 　年　　　月　　　日

経営相談をご希望の方は、本申込書を
ご記入の上、FAXを送信ください。
経営相談をご希望の方は、本申込書を
ご記入の上、FAXを送信ください。

経営相談申込書
令和４年度  地域建設産業の生産性向上・持続性確保支援事業

FAX 03 - 3662 - 7670
受付窓口 しんきん地域創生ネットワーク㈱ TEL 050-1753-9650
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1. ご相談内容

3. 重点支援の希望についてチェックマークを入れてください

2. ご相談のテーマについてチェックマークを入れてください

4. 本事業を知った紹介元についてチェックマークを入れてください

5. 金融機関からのご紹介の場合には、下欄もご記入ください

申込み受付時に窓口より電話連絡いたしますので、日中にご連絡が取れる携帯番号などをご記入ください。

本事業利用についての重要事項説明
本事業を利用するにあたり、

以下の事項についてご了承の上、お申込みください

会社名

所在地

携帯

氏名

FA X

規模

業種

T E L

E-mail ＠

ご担当者

（フリガナ）

資本金

建設業 建　設
関連業

売上高 従業員数千円千円 名

（フリガナ）役職・所属部署

〒　 ー

□大臣許可
□知事許可
□許可なし

□測量業登録事業者
□建設コンサルタント登録事業者
□地質調査業登録事業者

□金融機関 □建設業協会等 □セミナー等 □ホームページ □商工会等
□中小企業診断士等（氏名 ）　　 □その他（紹介元 ）

①紹介元の金融機関名 ②紹介元の支店名又は担当部等

③紹介元への相談申込者名の情報提供 ④紹介元への相談内容等の情報提供

１．経営相談におけるアドバイスに際しては、相談申込者から必要な
個人情報および企業情報等をお聞きします。

２．当申込書のほかアドバイスに必要な個人および企業情報は、本事
業の円滑な遂行、改善のための分析に利用します。収集した情報

３．重点支援の実施時には、事前にご確認の上、支援事例として国土
交通省ホームページに掲載する場合があります。

については、個人や企業が特定される形で使用することはいたし
ません。

４．本事業利用により、相談申込者に損害が生じても、国土交通省、
しんきん地域創生ネットワーク㈱等の本事業関係者はその責任を一
切負わないものとします。
．．５ 暴力団及び暴力団員と密接な関係を有する者は申し込みできません。

□特に希望しない □コンサルティング支援を希望 □グループ支援を希望

□事業承継・M&A □ICT技術の活用・デジタル化 □その他（ ）

可・否 可・否

申込み・問合せ用二次元コード
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